
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】

ハニカム構造の触媒に、
触媒を通過する前 排ガスの圧力を測

定し、その圧力差に 排ガス流量を求める排ガス
流量測定方法。
【請求項２】

請求項１に記載の排
ガス流量測定方法。
【請求項３】

請求項１または請求項２に記載の排ガス
流量測定方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、ハニカム構造の触媒系を有する燃焼排ガス流、特にセラミックス又は薄膜金属
で構成されたモノリス触媒コンバータを用いる自動車の排ガス流量を簡単に測定する方法
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　管径が直径１ｍｍ以下の複数本の流路が２５．４ｍｍ平方あたり４００本ないし６００
本の密度で集まって構成されたフロースルー型の 内燃機関から排
出される排ガスを導いて、該フロースルー型の 後での

所定の比例係数を乗算することによって、

　前記内燃機関から大気に排出される全ての排ガスを、前記フロースルー型の触媒に導い
て、該触媒の前後の圧力差から排ガス流量を求めた後、得られた排ガス流量に排ガス濃度
を乗算することにより、該排ガス流量に加えて、排ガス量も算出する

　前記フロースルー型の触媒が、三元触媒である



に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
近年、環境汚染の元凶として、自動車エンジンからの排気ガスをはじめとするボイラー、
発電用内燃機関などについて、燃料排ガスの排出規制が一段と厳しくなり、排ガスの浄化
が重要な問題となってきている。
【０００３】
ところで、自動車の排ガスに含まれる有害物質、例えばＮＯｘ、炭化水素、一酸化炭素な
どを評価するには、被試験車を自動車排出ガス試験法に規定された走行モードに従って走
行させ、その際排出される有害物質の質量（ｇ／ｋｍ）をＣＶＳ装置で測定することによ
って行われる（非特許文献１参照）。
【０００４】
このＣＶＳ法は、試験中の自動車排ガスを大量の空気で希釈して、自動車の排ガス量と希
釈空気量の和を一定に保ちながら大気中に排出し、この際の試験時間に大気中に排出され
る希釈排ガス全量（Ｑ）をＣＶＳ装置の流量定数と試験時間の積として求めるとともに、
この希釈排ガスの一部を試験期間中、連続的にプラスチックバッグに捕集し、試験終了後
、バッグ内の有害物質ガス濃度（Ｃ）を測定し、前記のＱと、このＣの積に有害物質ガス
中の各有害成分の密度を乗じ、試験中に走行した距離で除すことによって試験中に排出さ
れた有害物質の排出質量を求めるという原理に基づく方法である。
【０００５】
そして、このＣＶＳ法は、１９７２年に米国で用いられるようになって以来、現在では全
世界の自動車排出ガス試験法として採用されているが、度重なる自動車排出ガスの規制強
化により、自動車の有害ガス濃度基準が大幅に低下した結果、最近では排ガス希釈用空気
と希釈排ガスとの間の有害物質濃度の差が接近し、十分な測定精度が維持できなくなりつ
つある。
【０００６】
また、ＣＶＳ装置の最大の利点は、自動車の排出ガス量を測定することなく、有害物質の
排出質量が求められることにあるが、大量の空気で排出ガスを希釈しなければならないた
め、大規模な希釈トンネル装置と高感度排ガス分析計が必要となり、全体として高価なも
のとなる。
【０００７】
このほか、ＣＶＳ法のように自動車排ガスを希釈することをせずに、試験車の瞬時排ガス
量と瞬時ガス濃度の積から有害物質の質量（ｇ／ｋｍ）を求める直接測定法も知られてい
るが（非特許文献２参照）、自動車排ガス規制が開始された初期において利用できる分析
装置は、体積、質量、消費電力が大きく、車載が困難であり、実用に供することはできな
かった。
また、排ガス流量をエンジンに吸入する空気量から推測することも試みられたが、大規模
で高価な装置を必要とする上に、動力性能を変えずに車載することがむずかしいため、実
現しなかった。
【０００８】
最近に至り、排出質量測定精度を向上させることに対する要求や、様々な環境温度におけ
る実路走行状態での有害ガス瞬時排出量のデータに対する要求が高まった結果、かつての
直接測定法が見なおされ、分析計を車載し、オンボードで排出量を測定することが試みら
れるようになったが（非特許文献３）、いずれも排出ガスの流量を直接測定することがで
きず、現在に至るも有害ガスの瞬時排出量を求める方法は知られていない。
【０００９】
しかしながら、瞬時排ガス量を吸入空気量に基づいて推計することは可能であるため、こ
の原理を利用した多数の測定方法、例えば熱線式、ピトー管式、ラミナーフロー式、カル
マン渦式などの方法が試みられているが（非特許文献４参照）、装置が大きすぎたり、高
価な測定機器を必要とすることがネックとなり、車載用としては実用化されていない。
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【００１０】
他方、自動車エンジンからの排気ガスの浄化装置としては、各種メタロシリケート粉末を
ハニカム状に成形し、焼結して得た担体に重金属を担持させたモノリス触媒（特許文献１
参照）、特定の構造をもつ排ガス管に接続される触媒容器とその容器内に収容されたモノ
リス触媒コンバータ（特許文献２参照）、スピネルで担体を焼成被覆したスピネルモノリ
ス触媒（特許文献３参照）などモノリス触媒を用いたものが主流となっている。
また、最近では、昇温特性を向上させるため金属の薄膜を担体としたメタル触媒も用いら
れるようになってきている（非特許文献１及び非特許文献２参照）。
【００１１】
このモノリス触媒は、一般にハニカム構造を有しており、この中を通過するガス流量を差
圧から簡単に測定し得ると思われるが、現在に至るまでこの方式はまだ実現していない。
【００１２】
【特許文献１】
特開平８－３８９０５号公報（請求項１及び２）
【特許文献２】
特開２０００－２６５８３０号公報（請求項１）
【特許文献３】
特開２００１－１４９７８２号公報（請求項１及び３）
【非特許文献１】
「新型自動車審査関係基準集」、５次改訂版、交文社、平成１０年３月２０日、ｐ３７６
～５３８
【非特許文献２】
「ジャーナル・オブ・エア・ポリューション・コントロール・アッセイ（Ｊ．Ａｉｒ　Ｐ
ｏｌｌ．Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ａｓｓｙ．）」、（米国）、１９６０年、第１０巻、ｐ６０～
６８
【非特許文献３】
矢長、「実走排出ガス測定用車載分析装置の開発」、自動車技術会講演集　２０００５５
６９、２０００年１０月１７日、ＩＳＳＮ　０９１９～１３６４
【非特許文献４】
八田、外２名、「内燃機関計測ハンドブック」、初版第１刷、朝倉書店、１９７９年５月
２０日、ｐ２４９～２５４
【００１３】
【発明が解決しようとする課題】
本発明は、排気系に何の影響も与えず、自動車排気ガス量を正確かつ迅速に測定すること
ができる、ＣＶＳ法に代わるべき新規な排ガス流量測定方法を提供することを目的として
なされたものである。
【００１４】
【課題を解決するための手段】
本発明者らは、ＣＶＳ法に代わるべき排ガス流量測定方法を開発するために鋭意研究を重
ねた結果、排ガスがハニカム構造の触媒系を通過する前後の圧力差を利用すれば、瞬時に
流量測定を行うことができ、経時的に正確な排ガス量を知ることができることを見出し、
この知見に基づいて本発明をなすに至った。
【００１５】
　すなわち、本発明は、

ハニカム構造の触
媒に、 触媒を通過する前

排ガスの圧力を測定し、その圧力差に 排ガ
ス流量を求める排ガス流量測定方法を提供するものである。
【００１６】
【発明の実施の形態】
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管径が直径１ｍｍ以下の複数本の流路が２５．４ｍｍ平方あたり
４００本ないし６００本の密度で集まって構成されたフロースルー型の

内燃機関から排出される排ガスを導いて、該フロースルー型の 後
での 所定の比例係数を乗算することによって、



一般に自動車の排気系を流れるガスは脈動を含む乱流であり、その正確な流量を求めるこ
とは非常に困難であるが、これが層流であれば、流量は圧力損失に比例するから管路の差
圧から流量を求めることができる。そして、自動車に装着された触媒は、ハニカム構造を
もつモノリス触媒系がほとんどであるが、このものはきわめて細い流路、すなわちセルに
分割されているので、このセルを毛細管とみれば、触媒系内を流れる排気ガスのレイノル
ズ数は十分に小さくなり、層流を形成しているとみなすことができる。
【００１７】
したがって、このような触媒系においては、その前後の圧力を測定し、その差から排ガス
流量を以下のようにして求めることができる。
すなわち、所定の管内を流れる流体が層流の場合、次のアーゲン・ポアジュイ（Ｈａｇｅ
ｎ　Ｐｏｉｓｅｕｌｌｅ）の式から、流量Ｑは圧力低下Δｐに比例することが分る。
Ｑ＝πｄ 4ｎ／１２８Ｌ  ・１／μ  ・  Δｐ　（１）
ただし、ｄ：ハニカム構造を構成する各毛細管の直径（ｍｍ）
Ｌ：同上の毛細管の長さ（ｍｍ）
ｎ：同上の毛細管の数（本）
μ：排ガスの粘度係数
【００１８】
普通の乗用車の場合、モノリス触媒を構成するセル数は２５．４ｍｍ当り４００～６００
本であるから、毛細管の直径は１ｍｍ以下であり、触媒長すなわち毛細管の長さは通常２
００～３００ｍｍの範囲である。また触媒系の断面積は６０００ｍｍ 2程度であるから毛
細管の数ｎは１０００～２０００本程度になる。そして、これらの数値のうちｄ、Ｌ、ｎ
、μはそれぞれの系について定数であるから、触媒の前後における圧力差Δｐが分れば、
流量Ｑを求めることができる。
【００１９】
次に添付図面に従って、本発明を詳細に説明する。
図１は、本発明方法の１例の流れ図であって、燃焼用空気は空気取入口１より吸入空気流
量計２を通ってエンジン３に供給され、燃焼される。燃焼により発生する排気ガスは、排
気マニホールド４を通って触媒系すなわち触媒キャニスター９に送られ、浄化後、排気口
１０から排出される。この際の吸入空気量を吸入空気流量計２で測定し、その圧力を圧力
センサー５により、また触媒系の通過前後における排ガスの圧力差を第二圧力センサー１
１により測定し、それぞれ第一アンプ６及び第二アンプ１２により増幅して、排ガス流量
信号Ｉ及び排ガス流量信号ＩＩとして出力する。一方において、排ガスの温度を排ガス温
度センサー７で検知し、温度変換器８で変換して排ガス温度信号として出力する。
この図において、点線で囲まれた部分Ｂが、本発明方法を実施する部分である。
【００２０】
この図１に示した流れ図に従って、シャシーダイナモに搭載した実験車の定常走行におけ
る触媒差圧と吸入空気量、排ガス温度を測定し、実際の触媒差圧と排ガス流量の関係を調
べた結果をグラフとして図２に示す。この際の実験車両としては排気量１５００ｃｃの三
元触媒系を搭載した乗用車（トヨタカローラＮＣＶ）を用い、層流型吸入空気流量計（司
測砂ＬＦＥ７５８）を吸気側へ取り付け、シャシーダイナモ上で、２０、４０、６０、８
０及び１００ｋｍ／ｈの定常走行における吸入空気流量（リットル／ｓｅｃ）と触媒系の
前後差圧とを比較した。この空気としては、温度２０℃、圧力１０ 2ｋＰａのものを用い
た。
【００２１】
　実験の結果、吸入空気量に対する触媒差圧は次式のべき乗の関数の線に一致した。
　　 　（２）
　また、ｒ 2の回帰式では０．９９７という良好な相関が得られた。
　以上の事実から実際の排気ガスについても、触媒差圧から吸入空気量を求めることがで
きることが分る。
【００２２】
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ところで、実際に触媒通過前後の差圧に基づいて排ガスの体積流量を求める場合、触媒通
過前後の差圧と排ガスの体積流量の関係は、ガスの組成温度、粘度、供給圧力によって変
化するため、若干の補正が必要になる。
【００２３】
しかしながら、自動車の空燃比は始動時を除き、常に一定に制御されているため、排ガス
の組成は一定になっているし、走行中の排気管内のガスの圧力は全圧に対して多くても２
％程度正に変動するだけであるから、流量に及ぼされる排ガス圧力の影響は少ない。そし
て、正確な測定を行う場合には、排気ガス圧の測定は常に行われているので、その測定値
に基づいて容易に補正することができる。
【００２４】
他方、排ガスはエンジン内の燃焼により生じるため、その体積は供給ガスの体積に比べ大
幅に増加する。したがって触媒系を通過するガス流速が変わるので、標準状態の排ガス流
量を求める場合には、温度について体積補正を行う必要がある。
【００２５】
通常、自動車については排ガス浄化のために空燃比を正確に制御され、その数値は燃料質
量に対して１４．６倍の空気が消費されている。この値から吸入空気量に対する排出ガス
量を算出すると、体積基準で排出ガス量は吸入空気量の１．０６５倍になり、これを体積
補正係数として用いることができる。
【００２６】
自動車の空燃比（Ａ／Ｆ）はいずれの運転領域においても１４．６であるので、組成は変
らない。したがって、上記の体積補正係数はいずれの場合においても同様に用いることが
できる。
【００２７】
次に、ガス温度は粘度係数にも影響を与え、例えば空気について温度が２０℃の場合、１
．８１×１０ 4Ｐａであるのが、６００℃になると３．８５×１０ 4Ｐａとなり、粘度係数
μは約２倍になる。この数値は、Ｎ 2、Ｈ 2Ｏ、ＣＯ 2などのガスについてもほぼ同じであ
り、温度上昇に対する粘度の増加の傾向も同じである。
【００２８】
したがって、ガス温度が２０℃から触媒常用温度の６００℃に上昇すると前記式（１）に
おける触媒差圧Δｐは１／２となるが、２０℃から６００℃に増加すると、シャルルの法
則によりガス体積は約２倍に増加し、単位時間当りの質量流量は１／２となるので、結果
的に両者は相殺され、図２のグラフに示されるように、触媒差圧と排出ガス流量とは直線
関係を示すようになる。
このため、排ガス流量を吸入空気流量に基づいて校正する場合、触媒差圧Δｐから真の排
ガス流量を求める場合の補正係数は、ガス体積変化係数１．０６５のみとなる。
【００２９】
図３は、２５℃、１０ 2ｋＰａの排ガスについて、ガス温度に対する補正を加えた場合の
触媒差圧に対する排ガス流量の関係を示すグラフであるが、これから分るように差圧と排
ガス流速との関係はほぼ完全な直線になっている。
【００３０】
【発明の効果】
本発明は、以下に示す効果を奏する。
（１）既存の触媒を利用するため吸排気系に一切負荷を与えない。
（２）既存のモノリス触媒を搭載した自動車であれば、差圧を取り出すだけで容易に排ガ
ス量の信号が得られる。
（３）触媒を搭載していない自動車でも、排気管に触媒又は触媒をコーティングしていな
いモノリスサポートを付加することにより排ガス流量が測定できる。
（４）自動車以外の高温ガス流路における排ガス量測定一般にも適用できる。（５）触媒
の圧損増加から、触媒の事故、劣化が検知できる。
（６）排ガスのバイパスを設け、バイパス流量を触媒差圧とガス温度から最適流量になる
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よう制御することにより出力の向上が図れる。
（７）触媒差圧から得られる瞬時排ガス流量がエンジン吸入空気量と等しいとすれば、触
媒差圧に比例した燃料を供給する新たな三元触媒空燃比制御システムが構築でき、従来の
空燃比制御用エアーフローメータ、酸素センサーが不要となるが、このようにすると始動
直後から空燃比制御が可能であり、排気対策が有利になる。
（８）直接触媒差圧でＥＧＲバルブを駆動すれば、高精度でＥＧＲ量を負荷に比例して変
えることができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】　本発明方法の１例を示す流れ図。
【図２】　吸入空気流量と触媒差圧の関係を示すグラフ。
【図３】　ガス温度について、補正した場合の触媒差圧と排ガス流量との関係を示すグラ
フ。
【符号の説明】
１　空気取入口
２　吸入空気流量計
３　エンジン
４　排気マニホールド
５，１１　圧力センサー
６，１２　アンプ
７　温度センサー
８　温度変換器
９　触媒キャニスター
１０　排気口
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【 図 １ 】

【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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